
◎農業災害補償法の一部を改正する法律 
（平成二九年六月二三日法律第七四号）   

一、提案理由（平成二九年五月三一日・衆議院農林水産委員会） 

○山本（有）国務大臣 農業災害補償法の一部を改正する法律案につきまして、その提

案の理由及び主要な内容を御説明申し上げます。 

 農業災害補償制度につきましては、昭和二十二年の制度創設以来、七十年以上にわた

り、災害によって農業者がこうむる損失を補填することにより、農業経営の安定に大き

く貢献してまいりました。 

 しかしながら、現行の農業災害補償制度は、自然災害による収量減少を対象とし、価

格低下等が対象となっていないほか、対象品目も限定されているといった課題がござい

ます。 

 また、農業者へ提供するサービスの向上を図りつつ、効率的な事業運営が求められて

おります。 

 このため、平成二十八年十一月に改定されました農林水産業・地域の活力創造プラン

等に基づき、自由な経営判断に基づき経営の発展に取り組む農業経営者のセーフティー

ネットとして、農業収入全体を対象に総合的に対応し得る新たな保険事業を創設すると

ともに、農業共済事業についてその実施方法の改善を図るため、この法律案を提出した

次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、農業経営収入保険事業の創設についてであります。 

 農業経営収入保険は、青色申告を行い、経営管理を適切に行っている農業者を対象

に、その農業収入の減少について保険金を交付する事業としております。 

 また、この農業経営収入保険は、特約により、保険料に基づく保険金のほか、農業者

の積み立てに基づく補填を受けることができる仕組みとしております。 

 さらに、農業者の保険料及び積み立てに係る国庫負担のほか、農業経営収入保険に係

る保険責任につきまして政府の再保険を措置することとしております。 

 第二に、農業共済事業の見直しについてでございます。 

 農作物共済の対象となる米麦を取り巻く状況の変化を踏まえ、農作物共済の当然加入

制を廃止し、他の共済事業と同様の任意加入制に移行することとしております。 

 また、家畜共済を死亡廃用共済と疾病傷害共済に分離し、農業者の経営事情に応じて

別々に加入できるようにするとともに、農業者の被害率に応じて共済掛金率を設定する

仕組みを全ての農業共済組合に導入することとしております。 

 第三に、全国連合会の設立についてでございます。 

 農業共済団体は、全国を区域とする農業共済組合連合会を設立し、農業経営収入保険

事業のほか、農業共済団体の事業を補完するための共済事業等を行うことができること

としております。 



 また、農業共済事業の効率化を図るため、農業共済組合の合併等に関する規定を整備

することとしております。 

 以上の見直しに伴い、法律の題名を農業保険法に改めることとしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願いを申し上げま

す。 

 以上でございます。 

二、衆議院農林水産委員長報告（平成二九年六月八日） 

○北村茂男君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、最近における農業をめぐる状況の変化に鑑み、農業経営の安定を図るため、

農業者の農業収入の減少が農業経営に及ぼす影響を緩和するための農業経営収入保険の

事業を創設するとともに、農業共済事業について農作物共済の当然加入制の廃止その他

の見直しを行うこと等とし、法律の題名を農業保険法に改めようとするものであります。 

 本案は、去る五月三十日本委員会に付託され、翌三十一日山本農林水産大臣から提案

理由の説明を聴取し、六月一日から質疑に入り、六日に参考人から意見を聴取するなど

慎重に審査を行い、昨七日質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、本案に対し、自由民主党・無所属の会、民進党・無所属クラブ、公明党

及び日本維新の会の四会派共同提案により、国は、農業者の農業保険への加入が促進さ

れるよう、農業者の適切な選択に資する情報の提供等に努めるものとする規定を追加す

ること、行政庁は、農業保険の実施主体に対し、その効率的かつ円滑な実施に関し必要

な情報の提供または指導もしくは助言を行うよう努めるものとする規定を追加すること

等の修正案が提出され、趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、討論を行い、採決いたしましたところ、修正案及び修正部分を除く原案はい

ずれも賛成多数をもって可決され、本案は修正議決すべきものと議決した次第でありま

す。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成二九年六月七日） 

○佐々木（隆）委員 ただいま議題となりました農業災害補償法の一部を改正する法律

案に対する修正案につきまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 第一に、国は、農業者の農業保険への加入が促進されるよう、農業者の適切な選択に

資する情報の提供等に努めるものとする規定を追加することとしております。 

 第二に、行政庁は、農業共済事業や農業経営収入保険事業の実施主体に対し、それら

の事業の効率的かつ円滑な実施に関し必要な情報の提供または指導もしくは助言を行う

よう努めるものとする規定を追加することとしております。 



 第三に、全国を区域とする農業共済組合連合会が、農業経営収入保険事業の効率的か

つ円滑な実施を図るため連携及び技術的な協力の確保に努めることとされる相手方に、

農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律第四条第一項の交付

金を交付する事業、いわゆるナラシ対策、その他の農業収入の減少について補填を行う

事業を行う者が含まれることを明記することとしております。 

 第四に、政府が農業経営収入保険事業その他の農業保険の制度のあり方等について検

討を加える時期のめどを、施行後五年から施行後四年とすることとしております。 

 以上であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年六月七日） 

 農業災害補償制度は、制度発足以来、七十年以上の長きにわたり、災害によって農業

者が被る損失を補填することにより農業経営の安定に大きく貢献してきた。しかしなが

ら、同制度は、価格低下等は対象となっておらず、対象品目が限定されているといった

問題が指摘されている。このため、自由な経営判断に基づき経営の発展に取り組む農業

経営者のセーフティネットとして、個々の農業者ごとに農業収入全体を対象に総合的に

対応し得る新たな保険制度の創設等が喫緊の課題となっている。 

 よって政府は、本法の施行に当たり、農業経営の安定を図るため、左記事項の実現に

万全を期すべきである。 

     記 

一 新たに創設される農業経営収入保険事業及び従来からの収入減少影響緩和対策（ナ

ラシ対策）をはじめとした収入減少を補填する機能を有する制度が農業者の自由な経

営判断により適切に選択されるよう、国と全国を区域とする農業共済組合連合会（全

国連合会）等は緊密に連携し相互に協力して制度の効率的かつ円滑な実施を図ること。

その際、農業者が負担する保険料と補填金との関係についてのモデルケースを示すな

ど、農業者の制度理解に資する分かりやすい説明を行い加入の促進に努めること。 

二 農業経営収入保険事業を安定的に運用するためには、一定の加入者数を確保するこ

とが望ましいこと等に鑑み、全国連合会が事業を支障なく実施することができるよう

必要な情報及び資料を提供するとともに、適時適切な指導及び助言を行うこと。 

三 保険金及び特約補填金については、農業者はこれらを含めた当年の収入を翌年の作

付等に必要な経費に充てることから、当該年への算入やつなぎ融資の無利子化など、

可能な限り農業者が利用しやすい仕組みとすること。また、保険金及び特約補填金は、

保険期間の翌年の税負担に影響を及ぼさないよう、税務上、保険期間の総収入金額に

算入されるよう適切な運用を行うこと。 

四 保険金及び特約補填金の支払いの基礎となる基準収入金額については、当年の経営

面積が拡大する場合や農業収入金額に一定の上昇傾向が確認できる場合等、農業者が

経営の発展に取り組んでいるときは、これらの動向を適切に反映すること。また、基



準収入金額の算定の方法と算定プロセスの透明性を確保すること。 

五 農作物共済の当然加入制が廃止される中、特に、保険を必要とする農業者が無保険

者となることのないよう、今回の法改正の内容を十分に説明することにより、農作物

共済への引き続きの加入若しくは農業経営収入保険事業への加入を進めること。 

六 法施行後の見直しに当たっては、農業経営収入保険事業、収入減少影響緩和対策

（ナラシ対策）等の収入減少を補填する機能を有する同趣旨の制度など関連政策全体

の検証を行い、総合的かつ効果的な農業経営安定対策の在り方について検討し、その

結果に基づき必要な措置を講ずること。 

 右決議する。 

三、参議院農林水産委員長報告（平成二九年六月一六日） 

○渡辺猛之君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、最近における農業をめぐる状況の変化に鑑み、農業経営の安定を図るた

め、農業経営収入保険制度を創設するとともに、農業共済事業について加入方式等の見

直しを行い、これに伴い法律の題名を農業保険法に改めようとするものであります。 

 なお、衆議院において、農業保険への加入促進に関する規定を追加する等の修正が行

われました。 

 委員会におきましては、参考人を招致してその意見を聴取するとともに、政府に対し、

農業共済の役割と見直しの在り方、収入保険制度導入の意義、改正趣旨の十分な周知等

について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して紙理事より反対、希

望の会（自由・社民）を代表して森委員より反対する旨の意見がそれぞれ述べられまし

た。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年六月一五日） 

 農業災害補償制度は、制度発足以来、七十年以上の長きにわたり、災害によって農業

者が被る損失を補填することにより農業経営の安定に大きく貢献してきた。しかしなが

ら、同制度は、価格低下等は対象となっておらず、対象品目が限定されているといった

問題が指摘されている。このため、自由な経営判断に基づき経営の発展に取り組む農業

経営者のセーフティネットとして、個々の農業者ごとに農業収入全体を対象に総合的に

対応し得る新たな保険制度の創設等が喫緊の課題となっている。 

 よって政府は、本法の施行に当たり、農業経営の安定を図るため、次の事項の実現に

万全を期すべきである。 



一 新たに創設される農業経営収入保険事業及び従来からの収入減少影響緩和対策（ナ

ラシ対策）をはじめとした収入減少を補填する機能を有する制度が農業者の自由な経

営判断により適切に選択されるよう、国と全国を区域とする農業共済組合連合会（全

国連合会）等は緊密に連携し相互に協力して制度の効率的かつ円滑な実施を図ること。

その際、農業者が負担する保険料と補填金との関係についてのモデルケースを示すな

ど、農業者の制度理解に資する分かりやすい説明を行い加入の促進に努めること。 

二 農業経営収入保険事業を安定的に運用するためには、一定の加入者数を確保するこ

とが望ましいこと等に鑑み、全国連合会が事業を支障なく実施することができるよう

必要な情報及び資料を提供するとともに、適時適切な指導及び助言を行うこと。 

三 保険金及び特約補填金については、農業者はこれらを含めた当年の収入を翌年の作

付等に必要な経費に充てることから、当該年への算入やつなぎ融資の無利子化など、

可能な限り農業者が利用しやすい仕組みとすること。また、保険金及び特約補填金は、

保険期間の翌年の税負担に影響を及ぼさないよう、税務上、保険期間の総収入金額に

算入されるよう適切な運用を行うこと。 

四 保険金及び特約補填金の支払いの基礎となる基準収入金額については、当年の経営

面積が拡大する場合や農業収入金額に一定の上昇傾向が確認できる場合等、農業者が

経営の発展に取り組んでいるときは、これらの動向を適切に反映すること。また、基

準収入金額の算定の方法と算定プロセスの透明性を確保すること。 

五 農作物共済の当然加入制が廃止される中、特に、保険を必要とする農業者が無保険

者となることのないよう、今回の法改正の内容を十分に説明することにより、農作物

共済への引き続きの加入若しくは農業経営収入保険事業への加入を進めること。 

六 法施行後の見直しに当たっては、農業経営収入保険事業、収入減少影響緩和対策

（ナラシ対策）等の収入減少を補填する機能を有する同趣旨の制度など関連政策全体

の検証を行い、総合的かつ効果的な農業経営安定対策の在り方について検討し、その

結果に基づき必要な措置を講ずること。 

  右決議する。 


